
今後の新型コロナ感染症対策における喫緊の論点・課題 

 

１ ワクチン接種の円滑な実施について  
 若年層の接種率が他年齢層と比較して低迷していること等をふまえ、現在実施しているワクチン接種を更

に促進するため、ワクチン接種の必要性や有効性、安全性などに関する分かりやすい情報発信を行うこと。 

 ４回目接種の対象については、社会経済活動を維持するためにも、医療・介護施設従事者以外のエッセ

ンシャルワーカーをはじめ、接種を希望される方も接種の対象に加えること。 

 １０月半ば以降に開始するオミクロン株に対応した新型コロナワクチンの接種については、市町村の準備

期間を十分に確保できるよう速やかに方針を提示するとともに、必要なワクチンを十分に確保すること。 

 オミクロン株に対応したワクチンの導入により、現在実施しているワクチン接種の「接種控え」が起きないよ

う、国として接種促進に向けた広報を十分に行うこと。 
 

２ 全数調査に代わる新たな仕組みの構築・感染症法上の位置づけの見直し 

 BA.5系統等による過去最大級の感染拡大により、依然として医療機関や保健所では発生届の作成・

入力等の事務処理に忙殺されているほか、入院勧告に係る全案件を協議会に諮る手続に人的リソー

スを割かれており、本来、実施すべき感染者に対する医療・保健サービスの提供や積極的疫学調査

等を展開できないことから、定点観測を含め、感染者の全数把握に代わる事務負担の少ない仕組み

の導入など、感染症法上の見直しを検討していくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 保健所機能の強化  
 早期検査・早期治療や積極的疫学調査を担う保健所が機能不全に陥らず、地域の実情に応じて必要

な保健所機能を維持及び発揮できるよう、２の見直しのほか、国として、保健師をはじめ必要な人

員や施設・設備を確保するための財源措置など、強化に対する支援を行うとともに、保健師の積極

的な派遣や IHEAT の拡充等による広域的な人材派遣調整、ＤＸの推進、各種報告事務の負担軽減等

を行うこと。 
 

４ 新たな変異株の特徴等に即した医療提供体制の構築等 
 限られた医療資源をリスクに応じて重点的に活用していく必要があることから、変異株の特徴や感

染者の症状に即した的確な療養方法等について早急に方針を示すとともに、入院・外来の診療体制

の拡大など見直しを図ること。 
 

５ BA.5系統等による感染実態を踏まえた具体的対策の提示 
 BA.5系統等においては、子どもや職場、高齢者施設・医療機関などに感染拡大事例が生じている実

態を踏まえ、これらクラスター場面に対応した具体的な感染抑制対策を早急に現場に提示すること。 
 

＜保健所等における現行の業務例＞ ※日々の新規陽性者数が膨大なため、業務負担が過大 
 ・感染判明時 

▼新規陽性者全員に対する電話等での聞取調査（同居家族等の状況・行動履歴等） 
▼新規陽性者全員に関する発生届等の HER-SYS への入力（保健所又は医療機関が実施） 

・聞取調査・発生届入力後 
▼在宅療養者全員への健康観察実施に関する説明（My HER-SYS の説明等） 
▼在宅療養者を含めた新規陽性者全員に関する療養期間終了に至るまでの毎日の継続的健康観察・情報の入力 
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